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１．事業運営の基本方針 

 

最近におけるわが国経済は、企業の生産活動に改善が見られるなど、一昨年の世界同

時不況からは回復の兆しが見え始めているものの、デフレ傾向が強く、雇用情勢等も低

調に推移しており、景気の先行きは依然不透明である。物流業界においても、平成 21

年度の国内総物流量が 40 年前の水準まで落ち込むことが想定されるなど、厳しい状況

が続くものと考えられる。 

一方、ポスト京都議定書に向けて、先進国が温室効果ガス削減の中期目標を打ち出す

など、世界的に環境問題への取り組みが強化されている。また、国内においても、少子

高齢化による長距離ドライバー不足や交通事情の悪化等が想定されることに加えて、政

府が「2020 年までにＣＯ2排出量を 90 年対比で 25％削減する」という目標を掲げるな

ど、モーダルシフトの担い手としての鉄道貨物輸送の果たす役割は、今後ますます大き

くなると想定される。 

 

このような状況の中、平成22年度は、各般にわたる収支改善により、厳しい経営環

境の中でも、確実に黒字を計上することができる筋肉質の経営体制を確立する。 

営業面では、トップセールス、オールセールス体制による販売活動の積極的展開、余

席販売の推進、「ソリューション活動」の取り組み強化などにより、既存貨物の維持、

新規貨物の獲得を図る。 

経費面では、輸送動向に合わせた弾力的な輸送力調整を行うとともに、駅、運転、検

修など現業の各部門について、駅業務における多能化の拡大、運転士の勤務制度の改正

を行うなど、業務のあり方を見直し、働き度の向上を図る。 

間接部門については、本社、支社、現場に分散している業務の集約を柱とする業務運

営体制の抜本見直しを行うとともに、各般にわたる経費の徹底的な節減を図る。 

設備投資については、老朽車両の取替、新型ＡＴＳなど、安全投資は着実に行う一方、

車両数を削減するため、可能な限りの運用効率の向上を図る。不急の投資については極

力抑制する。 
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人材の確保・育成については、新規採用は極力抑制するが、世代交代が急ピッチで進

んでおり、技術継承を着実に行う。職場内教育については、教える側のレベルアップを

図るとともに、コミュニケーションの充実、モチベーションの向上に資する教育プログ

ラムの改善など、社員教育の充実を図る。 

関連事業では、収入拡大の大きな柱である「小名木川開発」（6月開業予定）に確実

に取り組むとともに、社宅跡地等遊休地の有効活用を図る。 

連結経営については、グループ企業価値の最大化を図るため、各事業会社の今後果た

すべき使命・役割等を十分勘案し、会社の再編成等を着実に行う。 

平成20年度にスタートした中期経営計画「ニューストリーム2011」については、一

昨年秋口からの経済不況の影響を大きく受け、輸送量が大幅に落ち込んだため、見直し

を図った。「安全の確立」、「マーケットから選択される良質の商品づくり」、「徹底

したコストダウン」を柱とする基本方針は維持するが、今後の輸送動向に弾力的に対応

し、輸送力の適正配置を図るとともに、投資規模、要員規模等についても抜本見直しを

実施し、今後着実な推進を図る。 

 

高速道路料金、整備新幹線等の当社の事業運営に重要な影響を及ぼすような問題につ

いては、国の検討状況を注視しつつ、関係方面の十分な理解が得られるよう努める。 

 

経営の現状は、会社発足以来の最大の危機であるとの認識のもと、全社一丸となって、

安全・安定輸送の確保に努めるとともに、背水の陣で収支改善に取り組み、黒字転換と

上場への道筋を付ける再スタートを切る。 

 

以上の認識に立ち、本年度の事業運営の基本方針を次のとおりとする。 

 

(1) 経営基盤の整備 

 

① 安全の確立 

「安全の確立」は、鉄道事業を継続していく上で最大の基盤となるものであ
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り、「安全最優先」の職場風土の確立に向けて、列車事故等の重大な事故及び労

働災害の絶滅を目標とし、ソフト・ハード両面から取り組んできた。しかしなが

ら、信号違反や手ブレーキ扱い不良が発生するなど取り組みが未だ不十分である

と言わざるを得ない。 

平成 21 年度は「安全改革委員会」を設置して、安全推進体制の再構築のため

の見直しを行った。安全意識調査の結果や部外有識者の意見等を踏まえ、「コミ

ュニケーションの活性化と一体感の醸成」、「正しい作業を確実に実施する業務

管理体制の整備」、「人材育成とモチベーションの向上」等を柱とする改善方策

をとりまとめた。本年度は、本社、支社、現場が一体感をもって、これらを着実

に実行する。 

「ヒヤリ・ハット」については、コミュニケーションの活性化を通じ、「現

場力」を高めていく有力な手法であり、一層の定着に向けて地道に取り組む。 

さらに、グループ会社については、安全に対する認識を改めて統一し、一体

となった教育訓練を通じて人材育成を図るなど、委託業務における安全の取り組

みを強化する。 

ハード対策については、ＪＲ旅客会社の地上設備の整備に合わせ、連続速度

照査機能を備えた新型ＡＴＳの導入を図るとともに、後退検知装置の設置や手ブ

レーキ緩め忘れ検知装置の開発などを実施する。老朽化した地上設備については、

貨物駅構内の連動装置の取替のほか、引き続き、鉄まくらぎの投入、信号機のＬ

ＥＤ化を計画的に推進するなど、運転保安設備の強化を図る。 

 

② 安定輸送の確保 

マーケットで選択される輸送機関として最大の要件である「安定輸送の確保」

については、これまで改善に極力努めてきたが、輸送障害時における対応方は、

未だ満足できる状況に至っていない。迅速な情報連絡体制と途中取卸しなど機動

的な代行輸送体制の整備を柱として、輸送品質の一層の向上を図り、お客様の信

頼回復に努める。 
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これまで十分でなかったお客様への情報提供を迅速・的確に行えるよう「Ｉ

Ｔ－ＦＲＥＮＳ」及び「ＰＲＡＮＥＴＳ」について機能の一層の充実を図るとと

もに、利用運送事業者とのＥＤＩ接続等により、サービスレベルを向上させる。 

また、ダイヤ混乱時の対応能力向上のため、北海道～関西間のフェリー代行

輸送を引き続き実施するとともに、輸送障害時における緊締車不足への対応とし

て、(社)全国通運連盟と共同で21年度に開発したＪＲコンテナと海上コンテナ

双方が積載可能なシャーシを用い、機動的な代行輸送体制の構築に向けた実証実

験を行う。 

さらに、車両の老朽取替を進めるとともに、適時適切な部品交換など故障防止

対策を強化するなど予防保全に努める。 

 

③ マーケットから選択される良質の商品づくり 

「ＪＲ貨物による輸送品質改善アクションプラン」の着実な実行により、お

客様のニーズにマッチした使いやすい良質の輸送サービスの提供を目指す。 

既存貨物の維持と新規貨物の獲得に向けて、トップセールスやグループ会社

も一体となってのオールセールスを積極的に展開するとともに、利用運送事業者

との連携をさらに強化していく。 

また、余席販売を強化、新規需要の掘り起こしを図るとともに、全国ネット

ワークの強みを活かし、「ＩＴ－ＦＲＥＮＳ」に蓄積されたデータの分析により、

需要動向を的確に踏まえた効率的な輸送ルートを設定するなど、新しい商品企画

を行う。 

さらに、当社とお客様、利用運送事業者の三者が一体となって進めてきた「ソ

リューションチーム」については、現在 122 チームが活動中（64 件が成約）で

あり、取り組みの拡大とピッチアップを図る。 

また、鹿児島線（北九州・福岡間）鉄道貨物輸送力増強事業の完成に合わせ、

列車の長編成化と、輸送サービスの改善を図る。 

国際物流については、国からの支援のもと、盛岡貨物ターミナル駅構内にイ
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ンランドデポを設置し、東京貨物ターミナル駅との間で海上コンテナ専用列車を

設定する。また、引き続き、東アジアとのシームレスでスピーディな物流体系構

築に向けて、「ＳＥＡ＆ＲＡＩＬサービス」の拡大に取り組む。 

エコ関連物資輸送については、自治体の焼却灰など鉄道特性を発揮できる中

長距離輸送案件の確実な獲得を図るとともに、廃棄物のリサイクル利用に積極的

に取り組むメーカー等への営業活動を展開する。 

石油輸送については、エネルギー転換が今後も進展することを念頭に置き、

契約のあり方も含め、輸送効率を高める取り組みを推進する。 

 

④ 徹底したコストダウン 

「ニューストリーム2011」の重要な柱として掲げた「コストダウンの推進」

については、「コストダウン実行推進本部」（ＣＲチーム）の活動により、新た

な発想・視点に立った組織横断的な課題抽出と解決策の検討を行い、コスト削減

を推進してきた。 

現下の輸送量を勘案し、輸送動向に合わせて弾力的に輸送力調整を行う。ま

た、駅・運転・検修の各部門の「ムダ」、「非効率」を排除し、ゼロベースで働

き度の向上を図る。 

駅業務については、輸送動向に合わせた要員配置や業務委託等の見直しを行

い、作業体制を再構築するとともに、作業ダイヤの見直しや多能化など業務運営

の改善を図る。また、「コンテナ運用統括グループ」によるコンテナ管理の徹底

により、コンテナ運用の効率化を図る。 

運転業務については、昼間ダイヤの設定、乗務線区の拡大のほか、運転士の

勤務制度の改正により、運用効率の向上を図る。 

検修業務については、これまでも小規模検修基地や検査車抜き取り体制の見

直しを行ってきたが、「貨車マネージメントグループ」活動等を通じて、作業の

標準化、検査車抜き取り体制の再精査を行い、貨車運用効率の向上、予備車の削

減を図る。また、大規模検修基地のあり方についての検討を行う。 
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当社は総コストに占める間接比率が高く、市場競争力を強化するためには徹

底したコストダウンが必要である。事務センターの支社への展開を進めるなど、

本社、支社、現場に分散している業務の集約を柱とする業務運営体制の抜本見直

しを行うとともに、各般にわたる経費の徹底的な節減を図る。 

 

(2) 人材の確保・育成と技術継承 

現在の経営環境を踏まえ、新規採用を極力抑制する。また、ＪＲ採用者が社員の

半数を超え、世代交代が急ピッチで進んでおり、技術継承に着実に取り組んでいく。 

職場内教育については、駅、運転、検修、保全など各部門の教える側の意識付け

やスキルアップを図るとともに、教材の整備、カリキュラムの充実により集合教育

の強化を図る。 

また、本年度は「安全改革委員会」で議論された改善方策を盛り込み、教育プロ

グラムを充実していく。具体的には、管理者のマネジメント能力向上、コミュニケ

ーション充実のための研修や若手社員に対する実務教育の強化を図るとともに、研

修の効果を高めるための仕組み等を整備する。 

さらに、社員一人ひとりの能力とモチベーションの向上、職場の活性化、業務改

善活動の推進等を図るため、小集団活動や業務研究等の活性化に引き続き注力する。 

 

(3) 新しい技術の開発 

入換用ディーゼル機関車の老朽取替に向けて開発を進めているハイブリッド方

式の新型入換専用機関車HD300形式（試作車）の各種試験を実施する。 

また、津軽海峡線における新幹線との共用走行専用の25kV/20kV対応交流電気機

関車の技術開発を行う。 

 

(4) 連結経営 

グループ企業価値の最大化を図るため、各事業会社の今後果たすべき使命・役割

等を十分に勘案して、会社の統廃合、出資比率の見直し等により会社の再編成等を

着実に進める。 
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(5) 環境・社会経営 

「環境・社会経営委員会」を再構築し、ポスト京都議定書に向けた取り組みを強

化する。モーダルシフトの担い手として鉄道利用の促進を図りＣＯ2削減に貢献す

るとともに、「環境自主行動計画」の着実な推進等、事業活動に伴うエネルギー使

用量の削減に努める。また、職場における地道な取り組みを通じて社員の環境意識

の向上を図る。 

「エコレールマーク」については、当該事業を推進する(社)鉄道貨物協会との連

携を強化し、認定商品と認定企業の拡大を図る。また、鉄道貨物輸送の一般消費者

への認知度向上のため、個別商品表示の拡大など普及・啓発活動に取り組む。 

 

(6) 内部統制の充実 

適法かつ透明性の高い経営により適正な事業を行うため、各種社員教育の場を通

じて会社全体のコンプライアンス意識を一層高めるとともに、内部監査体制を強化

するなど、内部統制システムの充実を図る。 
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 ２．鉄道輸送に関する計画 

 

(1) 基本的な方針 

輸送動向に合わせた弾力的な輸送力調整を行う一方、モーダルシフトの担い手と

して、リードタイムの短縮、翌日配達圏の拡大など、お客様のニーズに対応した利

用しやすい輸送サービスの提供を目指すとともに、海上コンテナ専用列車の運転な

ど、商品ラインナップの充実を図る。 

また、平成22年 12月の東北新幹線新青森開業に伴い、東北地区における列車ダ

イヤの見直しを行うとともに、平成 23 年 3 月の鹿児島線（北九州・福岡間）鉄道

貨物輸送力増強事業の完成に合わせ列車の長編成化を行う。 

 

(2) 平成22年度の鉄道輸送量の見通し及びこれに対して設定する運行量 

輸送量の見通し 列車の運行量 
 

輸送トン数 輸送トンキロ 列車キロ 

コンテナ ２，１３８万トン １９５億トンキロ ６４百万キロ 

車  扱 １，０１８万トン  １７億トンキロ  ６百万キロ 

計 ３，１５６万トン ２１２億トンキロ ７０百万キロ 

注：上記の数値は、経済情勢の動向等により変更する場合がある。 
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３．鉄道施設の整備に関する計画 

 

老朽車両の取替や新型ＡＴＳをはじめとする「安全の確立」、「安定輸送の確保」に

資する鉄道施設の整備を着実に実施するが、不急の投資は抑制する。 

 

区  分 施設の整備の概要 

老朽設備 

取替 

○ 木まくらぎの鉄まくらぎへの交換や信号機の改良等、

老朽化した施設の更新を行い、保安度の向上を図る。 

輸送設備

の 

維持更新 
保安・防災 

安定輸送 

対策 

○ 安全・安定輸送の確立に向けて、ＡＴＳ－ＰＦの整備、

運転状況記録装置の取付、防護無線電源二重化工事等を

実施する。 

○ 利便性の向上やモーダルシフトへの対応を図るため、

駅設備の改良を行う。 

経営の 

体質改善 

業務運営 

方式の 

改善 

○ 駅・検修設備の整備を行い、新形式車両の検査等への

対応を図る。 

車 両 

○ 機関車の新製を行うほか、コンテナ車の新製や改造工

事を実施する。 
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４．その他事業の運営に関する計画 

 

都心の大規模プロジェクトである小名木川開発については、本年6月の開業を目指す。

また、八王子駅南口における第１期開発を進めるとともに、社宅跡地などの遊休地の有

効活用を図る。 

既存物件においては契約満了を迎える大型物件の契約継続と賃料収入の確保に努め

るとともに、全社的に更なる用地の生み出しを図り、収入拡大に取り組む。 

また、重要な財産である用地における資産価値の維持・向上を図るため、引き続き管

理体制の整備を行う。 
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(添付資料１) 

 

平成２２年度 資金計画書 

 

（単位：億円） 

区  別 金  額 

Ⅰ．資金収入   

１． 営業的収入 １，６１４  

(1) 営業収入 １，６１０  

(2) 営業外収入 ４  

２．資本的収入 ２４４  

(1) 借入金 １８０  

(2) 社 債 －  

(3) その他の資本的収入 ６４  

３． 前年度からの繰越金 １１４  

   

計 １，９７３  

   

Ⅱ．資金支出   

１． 営業的支出 １，４３４  

(1) 営業支出 １，３８８  

(2) 営業外支出 ４５  

２． 資本的支出 ４３４  

(1) 設備投資 ２３０  

(2) その他の資本的支出 ２０３  

３．その他支出 ４  

４．翌年度への繰越金 １０１  

   

計 １，９７３  
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 (参 考) 

 

平成２２年度 設備投資計画 

 

（単位：億円） 

区  別 金  額 

    

 輸送設備の維持更新 ３７  

 老朽設備取替 １５  

 保安・防災対策 １５  

 安定輸送対策 ５  

 環境保全 ０  

    

 経営の体質改善 ９８  

 業務運営方式の改善 ７８  

 技術開発・その他 １９  

    

 輸送力整備 －  

 幹線輸送 －  

    

 車  両 ９３  

    

 総 係 費 －  

    

合  計 ２３０ 



 13

(添付資料２) 

 

平成２２年度 収支予算書 

 

（単位：億円） 

区  別 金  額 

経常損益の部   

（営業損益の部）   

  Ⅰ．鉄道事業営業利益   

１．営業収益 １，４００  

(1) 運輸収入 １，２００  

(2) その他収入 １９９  

２．営業費 １，４４３  

(1) 業務運営費 １，２０８  

(2) 諸 税 ５４  

(3) 減価償却費 １７９  

    鉄道事業営業利益 △ ４２  

   

  Ⅱ．関連事業営業利益   

１．営業収益 １８０  

２．営業費 ８０  

(1) 業務運営費 ３５  

(2) 諸 税 １９  

(3) 減価償却費 ２６  

    関連事業営業利益 ９９  

   

   全事業営業利益 ５６  

   

（営業外損益の部）   

  Ⅲ．営業外損益 △ ４１  

   

   経常利益 １５  

   

特別損益の部   

  Ⅰ．特別損益 ２  

   

   税引前当期純利益 １８  

   法人税、住民税及び事業税 １  

   法人税等調整額 ８  

   当期純利益 ７    


